
 
第第 55 節節  消消費費者者とと⾷⾷・・農農ととののつつななががりりのの深深化化  

 
 
消費者や⾷品関連事業者に積極的に国産農林⽔産物を選択してもらえるようにするため

には、消費者と農業者・⾷品関連事業者との交流を進め、消費者が⽇本の⾷や農を知り、
触れる機会の拡⼤を図ることが重要です。また、平成 25(2013)年の和⾷⽂化のユネスコ無
形⽂化遺産登録を踏まえた次世代への和⾷⽂化の継承や海外での和⾷の評価を更に⾼める
ための取組等も重要です。 

本節では、これらの課題に対応した、消費者と⾷と農とのつながりの深化を図るための
様々な取組を紹介します。 

 
((11))  地地産産地地消消のの推推進進とと国国産産農農林林⽔⽔産産物物のの消消費費拡拡⼤⼤  
((地地産産地地消消のの取取組組のの推推進進))  

地域で⽣産された農林⽔産物をその地域内において消費する地産地消1の取組を推進す
ることは、国産農林⽔産物の消費拡⼤につながるほか、地域活性化や⾷品の流通経費の削
減等にもつながります。 

平成 23(2011)年度に策定された地産地消にかかる基本⽅針2においては、年間販売⾦額
が１億円以上の通年営業の農産物直売所の割合を令和 2(2020)年度までに 50％以上にする
という⽬標が掲げられているところ、令和元(2019)年度の割合は、前年度に⽐べ 1.4 ポイ
ント上昇して 25.9％となりました(図図表表 11--55--11)。 

また、令和元(2019)年度の農産物直売所の総販売⾦額は、前年度に⽐べ 2.4％減少し 1
兆 534 億円となりました。内訳を⾒ると、運営主体が農業協同組合(以下「農協」という。)
等である農産物直売所の年間販売⾦額が 8,780 億円と全体の 8 割を占めています。農協を
始めとする年間販売⾦額の⼤きい事業体が農産物直売所の総販売⾦額を牽引

けんいん
しているこ

とがうかがわれます。 

 
1 ⽤語の解説3(1)を参照 
2 農林⽔産省「農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林⽔産物の利⽤の促進に関する基本⽅針」 
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学校給⾷については、学校給⾷法により、地場産の農林⽔産物の活⽤に努めることや⾷

育を推進すること等とされています。しかし、実際には地場産の農林⽔産物の利⽤を増や
そうとしても、⾷材費の上昇分を給⾷費に転嫁しにくいことや⼀定の規格等を満たした量
を不⾜なく納⼊することが求められているなど課題も多い状況となっています。 

こうした課題に対応するため、農林⽔産省では、学校給⾷の現場と⽣産現場の双⽅のニ
ーズや課題の調整役となる「地産地消コーディネーター1」を学校の給⾷施設等に派遣する
などの事業を実施してきました。引き続き、これらの取組を更に発展させていくことで地
場産の農林⽔産物の利⽤拡⼤を図っていきます(図図表表 11--55--22)。 

 

 
 
 
 
 

 
1 栄養教諭、⽣産者組織代表、農協、コンサルタント、企業、⾏政等 

図表 1-5-2 学校給⾷における地場産物・国産⾷材の利⽤状況 

資料：⽂部科学省「学校給⾷における地場産物の活⽤状況調査」、「学校給⾷栄養報告」を基に農林⽔産省作成 
注：＊⾷育基本法に基づく第 3 次⾷育推進基本計画(平成 28(2016)年 3 ⽉策定)における⽬標値 

 

（単位：％）
平成24年度

(2012)
29

(2017)
30

(2018)
令和元
(2019)

令和2(⽬標)＊
(2020)

地場産物 25.1 26.4 26.0 26.0 30.0以上
国産⾷材 76.8 76.7 76.0 77.1 80.0以上

図表 1-5-1 農産物直売所の販売状況 

資料：農林⽔産省「6 次産業化総合調査」  
注：1) １億円以上の割合は、通年営業で常設施設利⽤の農産物直売所 

2) 「農協等」は、農協、地⽅公共団体・第３セクター、⽣産者グループ等 
 

(年間販売⾦額が 1 億円以上の 
  通年営業の農産物直売所の割合) 

(農産物直売所の総販売⾦額) 
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((国国産産農農林林⽔⽔産産物物のの消消費費拡拡⼤⼤にに向向けけたた取取組組のの推推進進))  
農林⽔産省の国産農林⽔産物の消費拡

⼤に向けた取組としては、⺠間企業・団体・
⾏政等が⼀体となった国⺠運動「フード・
アクション・ニッポン1」を進めています。 

この取組の⼀環で、国産農林⽔産物の消
費拡⼤に寄与する⺠間事業者の優れた産品
を表彰する「フード・アクション・ニッポ
ン アワード」を毎年開催し、令和２(2020)
年度は⼊賞 100 産品、その中から受賞 10 産品、特別賞６産品が選定されました。受賞産
品は、審査委員企業である⼤⼿百貨店、流通、外⾷事業者、宿泊サービス等 10 社の販路
を通じて販売されています。 

令和 2(2020)年は新たな取組として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている料
理⼈と産地が「ワンチーム」となって、地域の⾷材を活⽤した新たな産品、メニュー等を
開発する優れた取組を表彰し、取組の全国展開を図る「味の匠応援プロジェクト」を実施
しました。応募総数 45 グループの中から３グループが優れた取組として選定されました。 

また、毎年 11 ⽉を「⾷と農林漁業の祭典」の⽉間と位置付けてイベントを開催してい
ます。この取組の⼀環として、我が国の農産物や観光、体験の発信に加え、その産地の⾷
や⾷⽂化の魅⼒、ヒストリーを伝え、モノだけでなくコトに触れることができるイベント
「ジャパンハーベスト」を、毎年、東京都丸

まる
の内

うち
において開催していましたが、令和 2(2020)

年は新型コロナウイルスの感染防⽌の観点から、オフィシャル Web サイトを開設し、オ
ンラインによるイベントとして開催しました。また、これに併せてオフィシャル YouTube2 
チャンネルを開設し、国産農林⽔産物を育む農林⽔産省や地域の取組、国産農林⽔産物を
利⽤した料理番組等、様々なコンテンツを配信しました。 

 
((22))  和和⾷⾷⽂⽂化化のの保保護護・・継継承承  
((和和⾷⾷⽂⽂化化のの保保護護・・継継承承にに向向けけたた取取組組))  

令和 2(2020)年度に実施した⾷育に関する意識調査3では、地域や家庭で受け継がれてき
た伝統的な料理や作法等を受け継ぎ、伝えている国⺠の割合は 50.4％、いわゆる郷⼟料理
や伝統料理（⾃⾝の⽣まれ育った地域や現在住んでいる地域に限定せず、旅先や外⾷先な
ど⽇本全国の郷⼟料理や伝統料理を含む）を⾷べる頻度について、「⽉に１回以上」と回答
した⼈は 44.6％との結果が得られています。 

「和⾷；⽇本⼈の伝統的な⾷⽂化」4が平成 25(2013)年 12 ⽉にユネスコ無形⽂化遺産に
登録されましたが、近年における⾷の多様化や家庭環境の変化等を背景に、和⾷や地域の
伝統的な料理(郷⼟料理)を受け継ぎ、伝えることが困難になりつつあります。 

このような背景を踏まえ、農林⽔産省は、全国各地で受け継がれてきた地域固有の多様
な⾷⽂化を地域で保護し、次世代に継承していくことを⽬的として、各地域が選定する郷
⼟料理の歴史や由来、レシピ等を取りまとめたデータベース「うちの郷⼟料理〜次世代に

 
1 ⽇本の⾷を次の世代に残し、創るために、国産農林⽔産物の消費拡⼤を⽬指した取組 
2 インターネット上での動画共有サービスの⼀つ 
3 農林⽔産省「⾷育に関する意識調査」(令和3(2021)年3 ⽉公表、全国の20 歳以上の者5,000 ⼈を対象として実施した郵送及びイ

ンターネットによる調査、有効回収率47.9％) 
4 ⽤語の解説３(1)を参照 

フフーードド・・アアククシショョンン・・ニニッッポポンンアアワワーードド 22002200
ににおおいいてて受受賞賞ししたた 1100 産産品品  
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伝えたい⼤切な味〜」を令和元(2019)年度から公開しています。令和 2(2020)年度は、17
県の情報を追加し、27 道府県の郷⼟料理に関する情報を発信しています。令和 3(2021)年
度末までに 47 都道府県全ての郷⼟料理を掲載する予定であり、家庭での調理や外⾷での
メニュー化等に活⽤されることが期待されます。 

また、栄養⼠・保育⼠等を対象に、⼦供
たちや⼦育て世代に対して和⾷⽂化の継承
活動を⾏う中核的な⼈材を育成するための
研修会等を開催しました。さらに、次世代
を担う⼦供たちを対象に、和⾷や郷⼟料理
に関するイベント(動画コンテスト、フォト
コンテスト)として、「第５回全国⼦ども和
⾷王選⼿権」を開催し、動画コンテストで
は岐⾩県の岐⾩市⽴⻑良

な が ら
⼩学校(5 年⽣)が

「おいしい！みんなのへぼ飯」で和⾷王に
輝きました。また、フォトコンテストにおいても、優秀賞として 10 組が⼊賞しました。 

このほか、味覚が形成される幼少期の⼦供や⼦育て世代に、⾝近・⼿軽に、健康的な和
⾷を⾷べる機会を増やしてもらい、将来にわたって和⾷⽂化を受け継いでいくことを⽬指
し、平成 30(2018)年度から官⺠協働の「Letʼs！和ごはんプロジェクト」に年間を通じて
取り組んでいます。特に「和⾷の⽇」(11 ⽉ 24 ⽇)を含む 11 ⽉を「和ごはん⽉間」として、
プロジェクトメンバー間の連携企画、各種イベント等を重点的に実施しました。このプロ
ジェクトには、⾷品製造業者、流通業者、外⾷事業者等が参加しており、令和 3(2021)年
３⽉時点の総数は、175 事業者となっています。 

 

 
 
 
 

 
宮崎県⼩林市

こ ば や し し
では、「学校給⾷での地場産品の活⽤と地域の⾷⽂化

の継承を⾏う」ことを⽬標に、学校給⾷による郷⼟料理の提供や、料
理教室等で郷⼟料理や健康料理を学ぶ機会を創出しています。 

特に⼩・中学⽣とその保護者を対象とする活動では、⾷⽣活改善推
進員等が講師となり、⼩・中学⽣とその保護者に、郷⼟料理である「冷
や汁」や「ねったぼ(さつまいももち)」の名前の由来を伝えるととも
に、料理講習を⾏っています。 

参加者からは、「楽しかった。家でも作ってみたい。」や「郷⼟料理
を学ぶことで、地域の農林⽔産物や⾷⽂化を知って、⼩林市が恵まれ
た環境にあることに気づいた。」等の意⾒があり、郷⼟料理の再認識
につながりました。 

同市では、これからも⾷⽂化の継承のため、親⼦のふれあいや地元
の魅⼒の再発⾒につながる取組を続けていく予定です。 
 

夏夏休休みみ親親⼦⼦チチャャレレンンジジ講講座座
のの⾵⾵景景  
資料：宮崎県⼩林市 

((事事例例))  体体験験をを通通じじてて「「⾷⾷」」をを学学ぼぼうう((宮宮崎崎県県))  

第第 55 回回全全国国⼦⼦どどもも和和⾷⾷王王選選⼿⼿権権のの様様⼦⼦  
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((ここれれかかららのの⾷⾷⽂⽂化化のの保保護護・・継継承承、、新新たたなな価価値値創創造造にに向向けけたた検検討討のの開開始始))  
我が国の「⾷⽂化」は世界でも関⼼が⾼まってきており、これまでも政府として「⾷⽂

化」を含めた⽇本の魅⼒を世界に発信してきました。 
農林⽔産省では、時代の変化に応じた和⾷⽂化の保護・継承策や、海外への⽇本の⾷⽂

化の発信・普及等、新たな価値の創出の在り⽅について検討するため、令和 2(2020)年９
⽉から、⾷料・農業・農村政策審議会企画部会の下に、⾷⽂化振興⼩委員会を設置し、全
６回の会合における議論を経て、今後５年程度の政策の⽅向性を取りまとめました。 

また、⽂化庁においても、同年 9 ⽉から⽂化審議会⽂化政策部会⾷⽂化ワーキンググル
ープを設置し、全５回会合を開催し、⾷⽂化政策の基本的考え⽅や⽂化財保護法に基づく
「⾷⽂化」の保存・活⽤を始めとする具体的な振興⽅策について取りまとめました。 

これらの検討を踏まえ、農林⽔産省は、⽂化庁における⾷の⽂化的価値の可視化の取組
と連携し、和⾷が持つ⽂化的価値の発信を進めるほか、⽇本⾷・⾷⽂化の海外普及を⽇本
産農林⽔産物・⾷品の⼀層の輸出拡⼤につなげることとしています。 

 
((33))  消消費費者者とと⽣⽣産産者者のの関関係係強強化化  
  ((国国産産農農林林⽔⽔産産物物のの魅魅⼒⼒をを消消費費者者にに届届けけるる「「BBUUZZZZ  MMAAFFFF」」がが開開始始))  

国産農林⽔産物等の魅⼒を発信する取組として、農林⽔産省の職員が YouTuber となる
省公式 YouTube チャンネル「BUZZ

ば ず
 MAFF

ま ふ
」が令和 2(2020)年 1 ⽉から始まっています。 

令和 2(2020)年度では、番組の⼀つ「TASOGARE」において、松岡
まつおか

さんが新型コロナ
ウイルス感染症による緊急事態宣⾔を受けた国⺠向け⼤⾂メッセージの動画にアフレコし、
買物の際に気をつけていただきたいポイントについて、消費者の関⼼を⾼めるための⼯夫
を盛り込みながら分かりやすく発信しました。また、GI(地理的表⽰保護制度)や⾷品ロス
の削減について、ラップで歌って説明した動画を発信しています。 

このほかにも、「花いっぱいプロジェクト」、「プラスワンプロジェクト」といった様々な
取組とのコラボ動画を作成し、⽜乳や花きの消費拡⼤を広く呼びかけており、⽣乳廃棄の
回避や花きの需要創出に対して国⺠の関⼼を⾼めることに貢献しました。 

また、Ｊリーグと共同で、地域の農林⽔産業への理解・関⼼が⾼まることを⽬指し、
「BUZZ MAFF」と「シャレン！1」とのコラボ動画「魅せろ！ファーマジスタ2」の配信
を開始しました。Ｊリーグクラブの選⼿、社員、サポーター達(ファーマジスタ)と「BUZZ 
MAFF」の⾯々とが、⽇本の農業、地域の農業の魅⼒について、語り合う番組を発信して
います。 

さらに、「BUZZ MAFF」YouTuber が、⾷料・農業・農村⽩書の内容から、消費者やビ
ジネスマン、学⽣にとっても参考となる情報をダイジェストにして紹介する動画を令和
2(2020)年 10 ⽉から発信しました。 

総再⽣回数は、１年２か⽉で 715 万回を突破し、チャンネル登録者数も 6 万 2 千⼈を超
えています。これからも我が国の農林⽔産物の良さや農⼭漁村の魅⼒等を伝える様々な動
画を投稿していく予定です。 

 

 
1 J リーグ・J リーグクラブが、地域の企業・地⽅公共団体・学校等と連携し、社会課題やまちづくり等の共通のテーマに取り組む活

動 
2 farmer とfantasista を合わせた造語で、サッカーと同じくらい、農業に情熱を注ぐJ リーグクラブの選⼿、社員、サポーターの⽅の

こと。 
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